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２．大学の将来構想 

 大阪大学は「地域に生き世界に伸びる」をモットー

に、常に進取の気風を持ち社会の要請に従ってユニー

クな学部・大学院・研究所を整備しつつ、我が国有数

の研究型総合大学として発展してきた。例えば、理学

と工学の融合による基礎工学部、人文と社会科学を融

合した人間科学部、法学と経済学の融合による国際公

共政策研究科を創設した。また、平成７年から１２年

にかけて全部局で大学院重点化を行い、教育と研究の

力点を大学院に移すとともに、平成１４年度に医学と

理工学を融合した生命機能研究科を、工学、基礎工学、

理学研究科に分散していた情報科学技術に関連する教

育・研究組織を改組・再編し、情報科学研究科を創設

した。 

 このように大阪大学は、常に時代の要請と学問分野

の動向を視野に入れて、大胆かつ柔軟に組織改革を行

い、新たな学問分野を開拓し、独創的かつ世界を先導

する研究を展開するとともに、高度な人材養成を行っ

ている。 

本２１世紀ＣＯＥプログラムにおいても、本学が培

ってきた実績と将来の発展を考え、幅広い学問分野の

統合あるいは異分野の融合により、新しい学問分野の

創設や研究深化を通じて、世界的な研究拠点を形成す

るとともに、それを担う人材育成を目指した。 

平成１５年度採択の各７拠点の当初の構想は、下記

の通りである。 

「感染症学・免疫学融合プログラム」（拠点リーダ

ー：菊谷仁（審良静男））では、感染症学と免疫学を

統合した感染病態形成の包括的な理解と、人為的な免

疫系の操作による感染の制御を目的とした新たな学問

拠点を形成し、感染症の予防の確立とアレルギー・自

己免疫疾患の克服を目指した。 

 「疾患関連糖鎖・タンパク質の統合的機能解析」（拠

点リーダー：谷口直之）では、難治性疾患や生活習慣

病に関わりをもつタンパク質と糖鎖の機能を解明し、

画期的なタンパク質治療薬、糖鎖治療薬の開発ととも

に、オルガネラ異常という視点とも統合させ、生命体

システム全体の異常を明らかにすることを目指した。 

 「フロンティアバイオデンティストリーの創生」（拠

点リーダー：米田俊之）では、「口（くち）」のバイ

オデンティストリーに関する研究・教育の世界的拠点

を形成し、卓越した研究者と将来を担う若手研究者の

輩出とともに、世界最高水準の歯科医学の構築と高度

で患者に優しい歯科医療の開拓を目指した。 

 「究極と統合の新しい基礎科学」（拠点リーダー：

大貫惇睦）では、２１世紀の新しい基礎科学を生みだ

すため、①宇宙基礎物質の研究、②物質の創成、③原

理の追求の３つのプログラムを通じ、「更に深く」究

極世界を探り、「更に広く」統合原理を求める視点か

ら研究教育を行う拠点を目指した。 

 「物質機能の科学的解明とナノ工学の創出」（拠点

リーダー：三宅和正）では、基礎科学に根ざした先端

学際領域の研究を推進し、新しい科学・技術の領域を

創成するとともに、博士後期過程大学院生の国際的環

境での育成、研究の国際交流の発展を目指した。 

 「原子論的生産技術の創出拠点」（拠点リーダー：

遠藤勝義）では、基礎科学や先端産業の分野と横断的

に連携し、究極の精度が必要な光学素子や電子デバイ

ス等を製作するため、独創的な加工・成膜プロセスを

活用し、新しい独自の原子論的生産技術の創出拠点を

目指した。 

 「アンケート調査と実験による行動マクロ動学」（拠

点リーダー：筒井義郎）では、マクロ経済学が精密な

実証科学として成立するための方法論、データを確立

するため、アンケート調査と経済実験を行うとともに、

統一された行動経済学の研究教育拠点を目指した。 

 法人化以降、大阪大学では、学長を中心とする役員

会の下に、それぞれ理事を室長とする総合計画室、教

育・情報室、研究・産学連携室、評価室、財務室、人

事労務室、広報・社学連携室、国際交流室の８室を設

置し、重要な案件はこれらの室で方針を出し、役員会

で承認することにより迅速な対応を行っている。２１

世紀ＣＯＥプログラムの遂行に際しては、研究・産学

連携室の下にＣＯＥプログラム評価委員会を設け、各

プロジェクトの進捗状況を把握、助言を行うとともに、

その要望実現のために、他の室に働きかけている。 

 この２１世紀ＣＯＥプログラム遂行に際して最も大

きな要望は、研究スペースの確保であるが、大学の共

有施設である先導的研究オープンセンターや、ナノテ

クノロジー研究棟のオープンスペースを優先的に割り
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当てている。 

 また、研究とともに特に人材育成を強く推奨し、各

プロジェクトで若手研究者の経済的な支援ならびに国

際的に活躍できる能力の養成プログラム実施が容易に

なる柔軟な制度を整備した。これにより国内外から多

くの著名な研究者を招き講義や研究指導を行うととも

に、英語による授業や討論の導入を図り、その単位化

ならびに副専攻制度導入にも積極的に取り組んだ。 

 また、海外への情報発信ならびに国外からの研究者

の招聘のために、米国サンフランシスコ教育研究セン

ター、タイ国バンコク教育研究センター、オランダグ

ローニンゲン教育研究センターに海外オフォイスを設

置し、教職員を常駐させ、国際化を図っている。 

 ３．達成状況及び今後の展望    

 大阪大学の平成１５年度採択、実施７拠点は中間評

価段階においては、５段階評価において最高評価であ

るＡ評価４拠点、Ｂ評価３拠点であり、本学の２１世

紀ＣＯＥプログラム全体としては、順調に目標達成に

向けて進んでいると判断した。個々のプロジェクトに

ついては、評価委員会よりの特記事項について、研究・

産学連携室と拠点リーダーで検討し、改善策を講じた。  

個々の拠点の目標達成状況については、各拠点の事

業報告書に記載しているのでここでは割愛するが、前

記の各拠点の目的、目標はいずれも達成され、大きな

成果が得られたと認識している。 

 平成１９年度から、２１世紀ＣＯＥプログラムの後

継プログラムとして、グローバルＣＯＥプログラム事

業が開始され、本学では５分野７件が採択されたとこ

ろである。 

 平成１５年度採択の２１世紀ＣＯＥプログラムの７

拠点についても、その進捗状況、得られた結果と今後

の展望について、昨年度と同様に研究・産学連携室で

検討するとともに、各拠点よりヒアリングを行った。

その結果、いずれの拠点においても優れた成果が得ら

れており、組織等の組み換えは行うが基本的には申請

することとした。この過程において、特に中間評価時

の特記事項が具体的にいかに改善されているかを重視

した。継続６件、新規５件の計１１件を申請し、書面

審査によるヒアリングに８件が採択されている状況は、

本学の２１世紀ＣＯＥプログラムで得られた成果への

高い評価の現われである。 

 大阪大学は、２１世紀ＣＯＥプログラムに限らず、

科学振興調整費等の政府系大型プロジェクトの提案、

実施に際しては、単にプログラム実施期間における目

標達成を図るのみならず、これらプロジェクトを大阪

大学の教育、研究改革の一つの起爆剤と位置づけ、終

了後においてもその制度を継続し、大学の活性化に努

めている。 

２１世紀ＣＯＥプログラムについて言及すれば、従

来の部局内、専攻内に閉じた形の研究・教育から、専

攻、部局横断型の研究体制が新たに構築され、これが

グローバルＣＯＥプログラムへの提案にも繋がってい

る。 

また、単に融合、連携にとどまらず、その教育、研

究効果をより発展させるために、専攻の再編といった

組織改革にまで発展した拠点もある。その意味におい

て、本学が意図する教育、研究改革の核としての２１

世紀ＣＯＥプログラムの果たした役割は大きい。 

 さらに、このような拠点形成以前は連携が稀であっ

た研究者、学生が集結することにより、新たな大型プ

ロジェクトの立案、文部科学省の教育研究別特別経費

への概算要求提案へと発展するとともに、学生に関し

て言えば、彼ら自身によるシンポジウム、国際会議の

実施がなされその教育効果は絶大であった。 

 この２１世紀ＣＯＥプログラムを実施することで、

博士後期課程での進学率が大幅に増加した。これには

教育プログラムの充実、海外への派遣制度といった点

が寄与しているが、ＲＡとして博士後期課程学生への

経済的な支援効果も大きく、今後の我が国の博士後期

課程充実、人材育成を考える上でこの制度の拡充が極

めて重要である。 

 また、連携、融合は大学内にとどまることなく、大

学の研究シーズ、成果と産業界のニーズとの連携、相

互補完的な組織体制への構築に発展した。例えば、本

学は従来の寄附講座とは異なる新たな制度として共同

研究講座制度を導入した。この制度によれば、企業の

研究者が教員として大学内に講座を設置し、本学の教

員が兼任でこの講座運営、研究に参画している。これ

によって基礎研究と応用研究間のギャップ、いわゆる

死の谷の克服が容易になっている。この共同研究講座

制度を活用し、グローバルＣＯＥプログラムへの新た

な発展を図り、センターの設置、専用建物の建設へと

発展した拠点もある。 

 ７拠点の多くはグローバルＣＯＥプログラムへと発

展すると確信しているが、その選考に漏れた拠点にあ

っても、その活動期間中に優れた成果が得られており、

特に学生の海外派遣制度、部局横断型の教育プログラ

ムの実施に関しては、大学独自の資金によって支援し、

５年間で得られた成果が終わることなく、継続、発展

させるための支援策を今後とも継続する予定である。       
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２１世紀ＣＯＥプログラム 平成１５年度採択拠点事業結果報告書 

機 関 名 大阪大学 学長名 鷲田清一 拠点番号 I14 

１．申請分野 Ｆ<医学系> Ｇ<数学、物理学、地球科学> Ｈ< 機械、土木、建築、その他工学> Ｉ<社会科学> Ｊ<学際、複合、新領域> 

２．拠点のプログラム名称 

（英訳名） 

アンケート調査と実験による行動マクロ動学  
 （Behavioral Macrodynamics Based on Surveys and Experiments） 

※副題を添えている場合は、記入して下さい(和文のみ) 

研究分野及びキーワード <研究分野:経済学>(マクロ経済学)(労働経済学)(ファイナンス)(アンケート調査)(経済実験) 

３．専攻等名 

経済学研究科（経済学専攻、政策専攻（政策・ﾋﾞｼﾞﾈｽ専攻）17.4.1、経営学系専攻（経営学専攻）17.4.1）、社会経済研究所（理論経済学部門、実証経済学部

門、政策研究部門、附属行動経済学研究センター）、国際公共政策研究科（比較公共政策専攻）、人間科学研究科（人間科学専攻）、高等司法研

究科（法務専攻）（（法学研究科（法学・政治学専攻））16.4.1）、基礎工学研究科（ｼｽﾃﾑ創成専攻） 

４．事業推進担当者           計  ２９  名 

ふりがな<ローマ字> 

氏  名 
所属部局(専攻等)・職名 

現在の専門 

学 位 
役割分担 

(事業実施期間中の拠点形成計画における分担事項)  
(拠点リーダー) 

筒井
TSUTSUI

 義郎
Yoshiro

 

 

社会経済研究所（附属行動経済学研究ｾﾝﾀｰ）教授 

 

金融 経済学博士 

 

全体総括・アンケート調査実施 

本多
H O N D A

 佑三
Y u z o

 

二神
FUTAGAMI 

 孝一
Koich i

 

石黒
ISHIGURO 

 真吾
Shing o

 

阿部
A B E

 顕三
K e n z o

 

伴
BAN

  金美
Kanem i

 

福田
FUKUT A

 祐一
Yuich i

 

仁科
NISHINA

 一彦
Kazuhiko

（H16.3.8所属変更） 

竹田
TAKED A

 英二
E i j i

 

三野
M I N O

 和雄
K a z u o

（H16.3.8所属変更） 

小野
O N O

 善康
Yoshiyasu

 

梶井
K A J I I

 厚志
Atsushi

（H15.9.30辞退）  

ﾎﾘｵｶ
HORIOKA

・ﾁｬｰﾙｽﾞ
C h a r l e s

・ﾕｳｼﾞ
Y u j i

 

池田
I K E D A

 新介
Shinsuke

 

大竹
OHTAKE 

 文雄
F u m i o

 

小川
O G A W A

 一夫
K a z u o

 

西條
S A I J O

 辰義
Tatsuyoshi

 

青柳
AOYAGI 

 真樹
Masak i

 

常木
TSUNEKI 

 淳
Atsushi

 

下村
SHIMOMURA

 研一
Kenichi

（H16.9.30辞退） 

直井
N A O I

 優
Atsushi

 （H18.3.31退職） 

川端
KAWABATA

  亮
Akira

 

吉川
KIKKAWA

 徹
Toru

 

小嶌
KOJIM A

 典明
Noriak i

（H15.10.6追加） 

狩野
K A N O

 裕
Yutaka

 

福重
FUKUSHIGE 

 元嗣
Mototugu

（H16.8.1追加） 

小野
O N O

 哲生
Tetsu o

（H16.8.1追加） 

芹澤
SERIZAWA

 成弘
Shigehiro

（H16.8.1追加） 

小原
KOHARA 

 美紀
M i k i

（H16.11.2追加） 

経済学研究科（政策専攻）教授 

経済学研究科（政策専攻）教授 

経済学研究科（政策専攻）准教授 

経済学研究科（政策専攻）教授 

経済学研究科（政策専攻）教授 

経済学研究科（経済学専攻）准教授 

大阪大学副学長 

経済学研究科（経営学系専攻）教授  

経済学研究科（経済学専攻）教授 

社会経済研究所（政策研究部門）教授 

社会経済研究所（理論経済学部門）教授 

社会経済研究所（実証経済学部門）教授 

社会経済研究所（理論経済学部門）教授 

社会経済研究所（附属行動経済学研究ｾﾝﾀｰ）教授 

社会経済研究所（実証経済学部門）教授 

社会経済研究所（実証経済学部門）教授 

社会経済研究所（理論経済学部門）教授 

社会経済研究所（政策研究部門）教授 

国際公共政策研究科（比較公共政策専攻）助教授 

人間科学研究科（人間科学専攻）教授 

人間科学研究科（人間科学専攻）教授 

人間科学研究科（人間科学専攻）准教授 

高等司法研究科（法務専攻）教授 

基礎工学研究科（ｼｽﾃﾑ創成専攻）教授 

経済学研究科（経営学系専攻）教授 

経済学研究科（経済学専攻）准教授 

社会経済研究所（理論経済学部門）教授 

国際公共政策研究科（比較公共政策専攻）准教授 

ｴｺﾉﾒﾄﾘｯｸｽ  Ph.D.(経済学) 

ﾏｸﾛ経済学 経済学博士 

産業組織論 経済学博士 

国際経済学 経済学博士 

環境経済学 経済学博士 

ﾏｸﾛ経済学・金融 経済学博士 

ﾌｧｲﾅﾝｽ 経済学博士 

意思決定科学 工学博士 

ﾏｸﾛ経済学 経済学博士 

ﾏｸﾛ経済学 経済学博士 

ﾐｸﾛ経済学 Ph.D.（経済学） 

ﾏｸﾛ経済学 Ph.D.（経営経済学）

ﾏｸﾛ経済学・金融 経済学博士 

労働経済学 経済学博士 

ﾏｸﾛ経済学  Ph.D.（経済学） 

実験経済学 Ph.D.（経済学） 

ｹﾞｰﾑ理論  Ph.D.（経済学） 

公共経済学 Ph.D.（経済学） 

実験経済学 Ph.D.（経済学） 

経験社会学 社会学修士 

経験社会学 人間科学修士 

経験社会学 人間科学博士 

労働法・労使関係 法学修士 

行動計量学 工学博士 

計量経済学 経済学修士 

環境経済学 経済学博士 

ゲーム理論 Ph.D(経済学) 

労働経済学 経済学博士 

マクロ金融モデル 

マクロ金融モデル 

市場取引設計 

市場取引設計 

市場取引設計 

マクロ金融モデル 

マクロ金融モデル 

マクロ金融モデル 

マクロ金融モデル 

マクロ金融モデル（総括） 

市場取引設計（総括） 

貯蓄・転職行動 

アンケート調査の実施・マクロ金融モデル 

アンケート調査の実施・貯蓄・転職行動（総括）

貯蓄・転職行動 

市場取引設計（総括） 

市場取引設計 

市場取引設計 

市場取引設計 

アンケート調査の実施・貯蓄・転職行動分析 

貯蓄・転職行動分析 

貯蓄・転職行動分析 

貯蓄・転職行動分析 

マクロ金融モデル 

貯蓄・転職行動分析 

市場取引設計 

市場取引設計 

貯蓄・転職行動分析 

５．交付経費（単位：千円）千円未満は切り捨てる （  ）：間接経費 

年  度(平成) １ ５ １ ６ １ ７ １ ８ １ ９ 合   計 

交付金額(千円) 57,000 123,000 121,000 
136,960
（13,696） 

143,000
（14,300） 

580,960 

（H15.10.6追加） 
（H16.3.8所属変更） 
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６．拠点形成の目的 

本プロジェクトは、マクロ経済学が精密な実証科学

として成立するために必要な基礎を与えることを目

標とする。この目標を達成するため、アンケート調査

と経済実験を実施して人々の属性と選好・行動・予想

データを収集する。この方法によって、マクロ金融分

析、貯蓄･転職行動、市場取引設計の３分野における

パズル事象を解き明かし、競合するモデルのいずれが

現実に適合するかを明らかにする。さらに、収集する

データを整理し、今後、さまざまなマクロ経済モデル

を検定するために利用できるデータベースを構築し

公開する。特に、日米国際比較分析を可能とするデー

タベースを提供する点に特徴がある。 

本拠点は、マクロ経済学を中心とする広範な経済学

の分野をカバーする。すなわち、個人の最適化行動に

基づくマクロ経済動学、経済成長理論、金融、労働経

済学、貯蓄・消費理論、環境経済学、ゲーム理論、産

業組織、市場取引・オークションの経済分析、などの

分野である。しかし、これらの分野が別々に取り上げ

られるわけではない。これらの分野におけるさまざま

な経済事象のメカニズムを、アンケート調査と実験経

済学の手法により、個人の選好パラメータを推定する

ことを通じて解明するという点で、統一された研究拠

点を形成する点に特徴がある。また、これらの経済学

分野を中核とするが、その上に、経営科学の分野から、

ファイナンスと意思決定科学の手法を取り入れる、ま

た、社会学、心理学、法学の研究方法も導入する。 

このような経済モデルの現実説明力を鍛えるには、

経済学がこれまで公理として採用してきた「経済合理

性」についても再吟味する必要がある。2002年度のノ

ーベル経済学賞が授けられた行動経済学・実験経済学

の分野は、人間は感情の動物でもあり、その行動が必

ずしもこれまでの経済学が前提としてきた「金銭的な

経済合理性」だけでは説明できないことを明らかにし

てきた。また、需要と供給が均衡するという市場機構

の効率性が、現実にどのようにどの程度成立するかも、

明らかにされつつある。本プロジェクトは、このよう

な研究を日本に根付かせ、政策評価に利用することを

指向している。 

本拠点の特徴は次の3点にみられる。第1に、アン

ケート調査によって個人の選好パラメータを推定す

ることである。このような研究は、アメリカではすで

にいくつか行われているが、それらは主として、時間

選好率と危険回避度の推定に集中している。本拠点で

は、それ以外の選好パラメータにも注目し、様々な経

済行動のアノマリーを解明しようとする点に優れた

点がある。また、貯蓄行動の解明、市場取引設計につ

いても選好パラメータの観点から分析を行う。このよ

うな広範な取り組みは、21 世紀 COE のような大規模

なプロジェクトによって、優れた人員の結集と潤沢な

研究資金の利用が可能になってはじめて可能になる

ものである。 

 第2に、本拠点は経済学を基礎におくが、経営科学、

社会学、心理学、法学の研究者の参加によって新しい

アプローチを模索するものでもある。すなわち、その

学際的性格に優れた特徴がある。 

 第3に、本拠点は、さまざまな問題を解明するため

に、アンケート調査によって、個人の選好・予想デー

タを属性項目とともに収集する。これらは、経済理論

を検定したり経済理論に基づいて推定を行ったりす

るのに適切なデータであるので、広く全世界の研究者

に公開する。このような、大規模なパネルデータとし

ては、ミシガン大学のＰＳＩＤが有名であり、広く使

われているが、本拠点は、日米の国際比較ができる形

でデータを提供する点で優れた特徴がある。このよう

なデータベースを構築し、公開することは、今後の経

済学の発展に重要な貢献となる。 

マクロ経済学を個人の効用最大化問題として定式

化する「新しいマクロ経済学」はここ 20 年の間にす

っかり定着し、現在では標準的な経済学である。その

理論モデルの妥当性を選好パラメータの大きさで評

価することも、珍しくなくなってきた。この方向をい

っそう進めるには、アンケート調査や経済実験によっ

て、個人の選好についての知識を深めることが必要で

ある。日本経済が、歴史的・文化的・社会的背景によ

って、他の世界経済と異なっているであろうことは容

易に想像でき、日本経済を分析するために、我が国に

おける選好データの蓄積は是非とも必要な課題であ

る。 

 経済実験については、2002年度のノーベル経済学賞

が当該分野に授けられ、その重要性と有用性が内外に

知らされた。わが国でも、近年はいくつかの大学で経

済実験が行われるようになったが、本研究拠点を構成

する大阪大学社会経済研究所は日本の実験経済学研

究において最も長い伝統を持ち、精力的に取り組んで

いる。本研究拠点が採択されれば、従来の実績を飛躍

的に発展させることが期待される。 
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７．研究実施計画 

本拠点は、マクロ経済学の精密な実証科学化を目的

とするが、その実証方法は、アンケート調査によるも

のと経済実験によるものに大別される。また、研究対

象とする分野については、マクロ金融、貯蓄・転職行

動、市場取引設計、の3分野に大別される。以下では

研究分野別に研究実施計画を説明する。 

 マクロ金融分野 

 マクロファイナンスと呼ばれる分野では、通常、代

表的個人の最適資産選択問題を解いて資産価格理論

を構築するが、そのモデルの現実説明力には限界があ

ることが指摘されている。その説明力は、モデル(効

用関数と制約条件)の定式化と選好パラメータの大き

さに依存する。そこで、本拠点では、アンケート調査

により個人の選好パラメータを推定し、様々に定式化

されたマクロ理論の現実説明力について分析する。 

本拠点の事業推進担当者である小野善康教授は、こ

れまでに経済が不況に陥るメカニズムの合理的説明

として、人々が富の保有自体に効用を持つという仮説

の上に理論を構築してきた。これは興味深い説明であ

るが、それが現実に妥当するかどうかを検定するには、

「人々が富の保有自体に効用を持つ」という仮説自体

を吟味する必要がある。本拠点では、この仮説を検定

できるアンケート調査項目を考案し、実施する。 

貯蓄・転職行動分野 

 日本は貯蓄率が高いことで知られており、その原因

について数多くの研究が行われてきた。本研究拠点で

は、貯蓄動機の解明を試みる。これについては本拠点

の事業推進担当者であるチャールズ・ホリオカ教授が

利他モデル・利己モデル・王朝モデルなどを厳密に理

論化し、アンケート調査結果を用いて分析を行ってき

たが、この研究をさらに発展させる。このために、家

庭内の教育、介護、遺産などの相互扶助がどのように

行われているかの実態を把握する調査を考える。 

 日本は年功序列制と終身雇用制が支配的であった

が、最近そのどちらもが急速に変化している。同時に、

パートタイム就労を中心として女性の就労が増加し

ている。本拠点では、大竹文雄教授がこれらの労働供

給の問題をかねてより研究しているが、それをさらに

発展させ、人々の危険回避度をはじめとする選好パラ

メータがこれらの労働供給行動とどのように関連し

ているかなどを分析する予定である。 

 市場取引設計分野 

  市場理論やゲーム理論を理論的基礎とし、主として

経済実験の手法によって、効率的かつ安定的な市場取

引ルールの設計方法を研究する。取引の効率性とシス

テムの安定性の構造は、取引対象となる物の性質と取

引参加者の性質（期待・習慣形成、時間選好、危険認

識と回避度など）に深く依存する。そのため具体的事

例には旧来の包括的かつ抽象的な一般市場理論のみ

では対応しきれず、上記の手法によって補完発展させ

る研究が不可欠である。 

平成１５年度： 

 マクロ金融分析に関するアンケート調査を実施す

る。これまでのマクロファイナンスに関連した研究実

績をもとにして、調査項目を早急に確定する。このア

ンケートでは、危険回避度、時間選好率、習慣形成、

消費の外部性の選好パラメータの大きさを推定する

ことを目的とする。調査方法（郵送法、留め置き法、

面接法、標本数と抽出法など）を決定し、調査会社を

選定して、アンケート調査を年度内に実施する。 

 マクロ金融分析に関しては、不況の原因に関する小

野善康教授の理論を検定する。貯蓄・転職行動につい

ては、次年度以降に実施するアンケート調査にむけて、

その内容の検討を開始する。 

ＲＡの雇用を開始し、来年度から雇用するポスドク

の募集を行う。 

平成１６年度： 

 すべてのプロジェクトにおけるアンケート調査を

実施する。貯蓄行動・家族の相互依存関係についての

アンケート調査を実施する予定である。それらについ

て、対応するアンケート調査をアメリカにおいても実

施する。 

 当年度から、経済実験のプロジェクトを立ち上げる。 

平成１７年度、１８年度： 

 17 年度以降は、基本的に前年度の事業を引継ぎ、

発展させる。前年度に実施したアンケート調査の結果

を検討し、必要な改訂を施したアンケート調査を実施

する。経済実験を引き続き実施する。 

 研究論文を執筆し、いろいろな研究会で発表すると

ともに学術雑誌に投稿する。今年度までに得られた結

果をまとめ、研究会を開催して意見を聴取し、次年度

以降の改善に反映させる。 

平成１９年度： 

 アンケート調査および経済実験は前年度と同様に

実施する。アンケ－ト調査の結果を整理し、パネルデ

ータベースを作成して、全世界の研究者が利用可能な

形で公開する。各プロジェクトで、研究論文を執筆し、

投稿する。研究会を開催し、研究成果を発表する。 
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８．教育実施計画 

（講義・演習の再編成） 

 大学院での講義・演習において、本研究教育拠点に

関連した課題を取り上げ、教育する。これまでも、経

済学研究科において、マクロ動学理論、経済成長理論、

環境問題、アセット・プライシング、ゲーム理論、法

と経済、ゲーム理論、契約理論、習慣形成、などの理

論に関する講義・演習は行われてきた。しかし、本拠

点の構築に当たっては、それらの理論の講義・演習を、

選好パラメータの推定という視点からのアプローチ

と関連した形で提供するように再編成する。 

（プロジェクト演習） 

 本プロジェクトの具体的な方法である、アンケート

調査と経済実験の手法について、大学院生が効果的に

学べるように、プロジェクト演習をもうける。具体例

としては、アンケ－ト調査の方法論（アンケート調査

票の設計方法、調査データの計量経済学的分析手法）

があげられる。また、さらに進んだプロジェクト演習

として、本プロジェクトのアンケート設計について説

明した後、受講者に推定したい問題を設定させ、それ

を推定するために適切な模擬的なアンケートを設計、

実施、評価させることが考えられる。 

実験経済学についても、同様の講義を提供すること

を計画する。すなわち、実験経済学の方法論の講義、

模擬的な経済実験の実施というプロジェクト演習で

ある。 

（政策評価手法の修得） 

 本プロジェクトは、選好パラメータの推定によって

マクロ動学理論モデルを構築し、その中で現実妥当な

ものを選別するという、純基礎的な内容を持っている

と同時に、具体的な政策評価に役立つ手法を確立する

という、きわめて応用的な側面も持っている。とりわ

け、貯蓄・転職行動分野における「社会保障政策が労

働供給に与える影響」や市場取引設計分野の中の「排

出権取引制度の設計」「入札制度・談合問題」は、現

実の政策評価と直接の関係を持っている。現在、さま

ざまな経済政策や社会政策が行われているが、残念な

がら、その政策評価が現代的な経済学の手法で行われ

ているとは言えず、公的部門における政策評価手法に

対する需要は非常に大きい。本研究拠点によって、こ

のような現代的な最新の政策評価手法を身につけた

人材を創出することは、このような需要を満たし、社

会に大きく貢献することになる。 

経済学研究科においては、現在、政策・ビジネス専

攻において高度職業人を育成しているが、それらの専

攻において、政策評価手法を教育する。 

また、三菱総合研究所との連携講座を創設し、政策

評価に関する教育を実践的に行う。さらに、民間企業

とのインターンシップ制度を活用する。これらの教育

により、大学の研究者だけでなく、実際の政策評価を

行う政府部門、地方公共団体、民間の研究所に人材を

供給する。 

（ＲＡおよびポスドクの雇用） 

 現実にプロジェクトを実行していく上でリサーチ

アシスタント（ＲＡ）およびポスドクの雇用は是非と

も必要である。博士後期課程の学生にはＲＡとして、

具体的なプロジェクトの実行に参加してもらう。 

また、博士号取得者を全国から公募し、専門知識を

生かしてプロジェクトを進めてもらう。大規模アンケ

ート調査の実施とそのデータは、もっとも研究の生産

性の高い博士号取得直後の研究者にとって非常に魅

力的であり、彼らの研究の生産性を高めることになる。

それはまた、若い研究者が集積することで、新たな研

究手法や理論的な考え方が生まれるきっかけにもな

る。 

（英語教育） 

 国際化の進展に伴い、大学院生が国際会議において

発表する機会や国際的なジャーナルに投稿する必要

性はますます高まっている。それにもかかわらず、大

学院での英語教育は個々の指導教官の指導に任され

ているのが現状である。英語での会話能力や、英語で

の論文の執筆能力を育成することが、大学院生の発表

機会を広げるために必須である。本拠点では、たとえ

ば英語writingの講師を雇用したり、英文校正を利用

するなど、なんらかの方法で、大学院生の国際査読誌

への投稿を支援する制度を用意する。 

（研究者の招聘・セミナー・コンファランスの開催） 

 プロジェクトの関連領域の優秀な研究者を国内外

から招き、また、研究員として本学に滞在してもらい、

様々なセミナーやコンファランスを開催することに

より、学生に通常では得られない刺激的な教育を体験

してもらう。このような活動を通じて、若い研究者の

世界的な知的ネットワークを形成する。 

（院生の研究発表支援） 

 大学院生・ポスドクが、海外・国内の学会や研究集

会で積極的に発表できるよう、教育的・経済的に支援

する。
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９．研究教育拠点形成活動実績 

①目的の達成状況 

1)世界最高水準の研究教育拠点形成計画全体の目的

達成度 

 マクロ金融分野においては、選好パラメータに関す

るパネルアンケート調査を、日本において平成15年度

から、アメリカにおいて平成16年度から継続実施した。

また、当初計画を超えて、同様の調査を中国の都市部

と農村部において実施した。さらに、時間割引と危険

回避度に関する経済実験を、日本と中国において実施

した。株式投資行動の非合理性を探るために、半年ご

とのアンケート調査を実施した。貯蓄・転職行動分野

については、親子ペアを対象とする世界的にもユニー

クな「親子調査」を日米において実施した。これは、

遺産・教育などを巡る家庭内の相互依存関係の解明を

目的としているが、同時に、親子の選好パラメータの

相関を測定することも目的としている。市場取引設計

分野では、多くの経済実験を実施し、排出権取引制度

のあり方、経済実験の誘因整合性、日本人が持つ「い

じわる行動」が取引や組織に与える影響などを明らか

にした。 

本研究拠点の特徴の一つは経済学以外の研究領域

との連携であり、経営学、意思決定科学、社会学、心

理学、法学の研究者が、事業推進担当者として参加し

た。 

もう一つの特徴は、日本人や日本経済の特性を明ら

かにするために、国際的な比較研究をすすめたことで

ある。ミシガン大学の Kimball教授（幸福度研究）、

イェール大学の Shiller教授（株式投資行動）、ベン

グリオン大学の BenZion教授（ワクチン接種行動）、

パドゥー大学の Cason教授（経済実験における誘因）、

復旦大学の謝教授（時間割引と危険回避の日中比較）、

オハイオ州立大学の大垣昌夫教授（Spiritual 

Capital）らも、アンケートと実験のプロジェクトに

参加しており、国際的な連携が広がっている。 

 以上のように、選好パラメータ研究に関連するアン

ケート調査と経済実験を当初計画を上回って実施し

たことに加えて、本プロジェクトは３つの点で新たな

研究分野に乗り出した。第１に、1990年代後半から世

界的に注目されるようになっている「幸福の経済学」

の研究である。平成17年8月に毎月の幸福度調査を開

始し、平成18年11月1日には、世界でも類をみない試

みである、毎日・毎時間の幸福度調査を開始した。第

２に、経済学と脳科学の境界領域である「神経経済学」

の研究に乗り出した。これは、大阪大学の生命機能研

究科および医学系研究科、独立行政法人NICTとの共同

研究であり、具体的には、時間割引といじわる行動に

関する研究を行った。第3に、親子調査の結果から、

時間割引率は親子で相関していることが分かったが、

それが遺伝によるか教育（環境）によるかを明らかに

するために、双子を対象とする研究に着手した。この

ように、本プロジェクトはわれわれが当初計画してい

たよりも広範な分野で、自然科学との新たな境界領域

に進んだ。 

研究拠点形成については、本プロジェクトは、大阪

大学の中に強固な研究拠点を形成しただけにとどま

らず、日本中の行動経済学研究者に呼びかけて、平成

19年12月に行動経済学会を設立した。 

人材育成の点では、経済学研究科の授業、COE研究

員やRAの雇用、COE研究セミナーの開催、英語論文の

editingや学会報告の補助制度などを通じて、高い成

果をあげた。すなわち、大学院生の学会発表数は毎年

60回程度、学術論文掲載数は毎年80件程度にのぼり、

掲載誌には国際一流査読誌も数多い。また、博士号の

授与率は約70％と高く、博士後期課程学生の就職も良

好である。就職先には実験経済学・行動経済学・行動

ファイナンスの教員が含まれている。 

このような実績をふまえて、研究と教育の両方の拠

点形成に関して、本プロジェクトの「（１．）目的は

十分達成した」と評価する。 

  

2)人材育成面での成果と拠点形成への寄与 

 大阪大学経済学研究科では、ミクロ、マクロ、エコ

ノメトリックスのコア科目を問題演習のTAセッショ

ンを付けて徹底的に訓練している。この教育は、本COE

の人材育成が成功するための基礎として、決定的に重

要な役割を果たした。 

 本COEは、プロジェクトの遂行と拠点形成にもっと

も役立つように人材育成を進めてきた。たとえば、COE

研究員については、平成16年度以降3～4名を雇用した

が、アンケート調査の作成・結果解析の専門家、経済

実験の専門家、脳科学の専門家としてすぐれているか

どうかを基準に採用した。平成16年度当初には、経済

実験の専門家（慶応義塾大学より）、効用関数の専門

家（東北大学より）、アンケート調査を用いて分析す

る教育経済学の専門家（ニューヨーク大学より）の3

名を公募で雇用した。 

 大学院において、本プロジェクトの課題に係わる行

動経済学の授業と複数のCOEプロジェクト演習を提供

し、行動経済学に関連する知識や手法を学ばせた。COE
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研究セミナーを計174回（1ヶ月あたり約3回に相当）

開催した。講師には、行動経済学、実験経済学、社会

学の専門家も多く含まれ、院生は最先端の研究に接す

ることができた。 

このほか、大学院生の国際査読雑誌の投稿を促進す

るために英文校正会社の利用を補助する制度と、学会

報告の旅費を補助する制度を設けた。前者は計40件の

利用があり、後者は、中国における独裁者ゲームの経

済実験の実施を補助したものを含め、国際学会等への

5件を含む8件の利用があった。 

さらに、社会経済研究所では、若手研究者を対象に

優れた論文を表彰する森口賞の制度がある。これには

海外からの応募もあり、学外の専門家によるレフェリ

ーを経て選考された。 

 このような人材育成活動により、本経済学研究科の

院生は学会発表と論文掲載件数で極めて高い成果を

示してきた。経済学研究科の博士号の授与数は、COE

の発足前の平成14,15年度にはそれぞれ15名、16名で

あったのが、平成16年度から平成19年度の4年間には

平均して22名と増加した。これはおよそ70%の授与率

に相当する。 

 就職先も良好である。平成17年度と18年度に経済学

研究科後期博士課程を終えた52名の学生の進路は、大

学教員23名(41%)、ポスドク11名(21%)などとなってい

る。 

 

3)研究活動面での新たな分野の創成や、学術的知見等 

 本プロジェクトは、行動経済学的研究分野を日本に

おいて創成した。効用関数を特定する選好に関する研

究に限定して例を挙げると、まず、マクロ経済に与え

る影響の論文としては、Ikeda(2006）が，贅沢財消費

行動を動学的観点から初めて理論化し、贅沢財に対す

る欲求が経済成長を促進させ、贅沢税が国富の観点か

ら望ましくないことを明らかにした。また、Ono et al. 

(2004）は、流動性選好が非飽和であることをアンケ

ート調査で実証し、これが不況の原因であることを明

らかにした。選好パラメータの性質に関する研究とし

ては、時間割引が時点について逓減的であることとそ

の原因の解明(Kinari et al., 2007)、時間割引と危

険回避度の日中比較（一部はSasaki et al. 2008）が

あげられる。また、双曲割引が消費者金融借入を促進

していることを消費者金融借入者・債務整理者を対象

に行ったアンケート調査に基づいて明らかにし、双曲

割引が消費－貯蓄計画の時間非整合性を意味するこ

とから、規制が是認されることとそのあり方を明らか

にした（筒井他, 2007）。 

 幸福度に関する研究としては、日本人の幸福度を規

定する要因の解明、ニュースによる幸福感の変動がす

ぐに元の水準に戻ること（日次調査を使用）、幸福感

に基づく地域格差は所得に基づく地域格差より小さ

いことなどを明らかにした。 

排出権取引を含むいろいろな制度設計においては、

誘因整合性を満たすことが重要な要件であるが、長年

使用されてきたピボタル・メカニズムはそれを満たさ

ないのに対し、secureなメカニズムは満たすことを経

済実験によって明らかにした（Cason et al. 2006）。 

 

4)事業推進担当者相互の有機的連携 

アンケートや経済実験は経済学ではめずらしく人

手を要し、チームでの対応が必要な分野である。その

ため、本プロジェクトでは事業推進担当者を中心とし

てチームを作って研究した。これらを通じて、以前と

比べて格段に多くの専門分野（理論経済・実証経済・

社会学・心理学・法学・脳科学）と部局を超えた研究

者の共同研究が促進された。様式3の研究活動実績に

あげたように、事業推進担当者やCOE研究員が共同で

執筆した論文は数多い。 

研究拠点の運営に当たっては、会計、雇用、ホーム

ページ、セミナー、ディスカッションペーパー、コン

ファランス担当の役員を決め、COE役員会とCOE事業推

進担当者懇談会を開催して、有機的連関を図った。 

 

5)国際競争力ある大学づくりへの貢献度 

 本拠点の事業推進担当者は、平成16年度に英文42

本、邦文31本、平成17年度に英文51本、邦文48本、

平成18年度に英文63本、邦文110本と非常に多くの論

文を公表した。掲載先には、Journal of Economic 

Theory, International Economic Review, Games and 

Economic Behavior, Economic Theory, Journal of 

International Economics, Journal of Money, Credit, 

and Banking, Economic Journal を初めとする一流の

国際査読誌が含まれている。また、事業推進担当者で

ある大竹文雄は、日本学士院賞を始め、日本経済・図

書文化賞、サントリー学芸賞、エコノミスト賞、日

本経済学会・石川賞を受賞した。 

 このような活動を反映して、大阪大学の経済学研究

は高い評価を受け、国際雑誌掲載論文数（引用度調整

済み）のランキングは、日本の研究機関中第1位、ア

ジアでは香港科技大に次いで第2位となっている。 

本拠点の重要なメンバーである社会経済研究所は、
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引用数ランキングで世界中の経済の学術雑誌中15位

にランクされるInternational Economic Reviewをペ

ンシルバニア大学と共同編集しており、日本の5つの

経済系付置研究所の中で、論文一人当たりの被引用

件数、一人当たり論文件数ともに、第１位である。 

また、ミシガン大学の Kimball教授、ベングリオ

ン大学の BenZion教授、南イリノイ大学の Lahiri

教授、香港科学技術大学の Chew教授、イェール大学

の Shiller教授らを招聘し、国際共同研究を進める

ことによっても、国際競争力を高めた。 

 

6)国内外に向けた情報発信 

COEのウェブサイトを構築し、262編にのぼるCOE

ディスカッションペーパーシリーズやアンケート調

査の集計結果を公表した。 

大規模な国際会議として、平成16年７月にSen教授

（ノーベル経済学賞受賞者）を基調講演に迎えて The 

seventh International Meeting of the Society for 

Social Choice and Welfareを大阪大学で、平成17年

11月に「行動経済学国際コンファレンス」を大阪大学

で開催した。また、平成19年6月に大阪大学フォーラ

ムをオランダのグローニンゲン大学で開催し、本拠点

の事業推進担当者9名の報告、ヨーロッパの研究者の

13報告を含む27の研究が報告された。 

「行動経済学ワークショップ」を平成16年以降毎

年2回開催し、行動経済学の最先端の研究報告を行う

とともに、行動経済学の分野で注目されているRabin

教授（John Bates Clark Medal受賞者）、ハーバー

ド大学の Baker教授、カリフォルニア大学バークリ

ー校の Odean教授らが基調講演を行った。一般向け

の「行動経済学シンポジウム」を平成16年以降毎年開

催し、行動経済学の研究成果を発信した。 

 

7)拠点形成費等補助金の使途について（拠点形成のた

め効果的に使用されたか） 

  総額で約5億8千万円の補助金のうち、約2億4千万円

（約41％）が、研究の中核部分であるアンケート調

査・経済実験に用いられた。アンケート調査委託先の

選定においては、できる限り効果的な回答数・結果が

得られるように努めた。たとえば、郵送によるアメリ

カの選好度調査では、大きな回答者プールをもつ企業

を選定し、約40%の回答率を実現した。日本の毎月の

幸福度調査は相乗り方式に参加することで、毎日の幸

福度調査は学生を対象とした自前のwebアンケートと

することで、比較的に安価に実施できた。また、約1

億9千万円（約32%）が、COE研究員、RAと事務補佐員

の雇用に使われた。①の2)で触れたように、COE研究

員は拠点形成の目的に沿って競争的に採用された。残

りの約1億5千万円（約27%）が、国際会議を含む26回

のコンファランス、174回のセミナー、海外共同研究

者の招聘、備品、株式取引のティックデータを初めと

する経済電子データの購入、旅費などにあてられた。 

 本COEは、より多くのアンケート調査・経済実験を

実施するために、比較的必要度の低い事業・経費をで

きる限り省略・節約し、効率的な執行に努めた。 

 

②今後の展望 

 本COEが構築した、日本における行動経済学の研究

教育拠点を保持し発展させるためには、アンケート調

査と経済実験を継続する研究資金を確保する必要が

ある。このため、筒井義郎を研究代表者とする科研基

盤Ａと萌芽科研、西條辰義を研究代表者とする特定領

域科研を始めとする多くの科研と教育研究特別研究

推進経費を獲得してきた。現在、グローバルCOEを申

請中である。また、社会経済研究所内に設置された「行

動経済学研究センター」は、国内外の共同研究の受け

皿として重要な役割を果たすものと期待される。 

 研究資金が確保できれば、COEプロジェクトにおい

て緒が付けられた、毎日のデータによる幸福度研究、

神経経済学研究、双子研究などの新たな研究領域にお

いて、自然科学研究部門との共同研究をすすめること

が可能になる。 

 

③その他（世界的な研究教育拠点の形成が学内外に与

えた影響度） 

 本COEは行動経済学の研究拠点として日本において

中心的な役割を果たすことを目指してきたが、その終

了に当たって、行動経済学研究者が集う場が必要であ

ると考え、それまで年２回開催してきた「行動経済学

ワークショップ」を発展させて、平成19年12月に行動

経済学会を設立した。本COEの研究拠点リーダーであ

る筒井義郎が初代の会長に選出され、現在、個人会員

が190名となっている。 

われわれのアンケート調査の重要性については、平

成18年の日本経済学会のパネル「マクロ経済学は「失

われた10年」から何を学んだか」における塩路悦朗一

橋大学教授の基調講演で、「大阪大学のアンケート調

査が行われたことは問題の解明にとって確実な前進

だ」という高い評価をもらったエピソードをあげてお

こう。  











機関名：大阪大学 拠点番号：I14 

 

２１世紀ＣＯＥプログラム委員会における事後評価結果 

 

（総括評価） 

 設定された目的は十分達成された 

（コメント） 

本事業は、日米両国でマクロファイナンスや貯蓄・転職行動に関する大規模なアンケー

ト調査を実施し、個人（家計）の危険回避度や時間選好率など、幾つかの重要な経済行動

パラメーターを導くという独創的で野心的な試みを行って成果をあげ、目的は十分に達成

されている。 

人材育成面については、中間評価で指摘した課程博士の授与数も増加しており、評価で

きる。 

研究活動面については、大規模アンケート調査結果をまとめた研究論文は、量が多いだ

けではなく、大部分が英文国際的学術誌に掲載され、また、積極的に海外との協同研究を

行い、調査結果の公開など、国内外への情報発信の面でも際立っている。学際的な研究プ

ログラムが重要な問題意識の下に統一され、研究成果が国内外に発表されていることは高

く評価できる。また、実験経済学、行動経済学、メカニズムデザインなど経済学の新しい

分野でも、日本の経済学界の第一線にあり、国際的な存在感が高まるよう期待したい。 

 事業終了後についても、大規模なアンケート調査を長期的に維持することの可能性につ

いてなど、概ね適切な対応がなされている。 
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